
風力発電設備支持物構造設計指針策定に向けて
*

(そ の 2)各種荷重の算定

A:Design Code for Wind Turbine Support Stlutctures and Foundations

PartII Calculation ofDesign Loads

1.は じめに

近年新エネルギーの導入促進により風力発電設備が

かなりのスピー ドで増えつづけている。その一方で ,

日本特有の自然環境および地形条件により風車の強風

による被害も報告されている。
.

現在国内に設置されている風力発電設備の殆どは国

際 規 格 IEC61400… 1'ま た は 国 際 認 証 機 関 GL
(Germanischer L10yd)の ガイ ドラインうに従い,設

計されている。しかし,これらの規準は欧州の自然環

境に合わせて設定されてお り,台風,地震の多いわが

国の自然環境を十分に反映していない可能性がある。

一方,風力発電設備を建設する際には建設地点での自

然条件 (設計風速,地震度,地盤条件)に合わせて風

車の選定および風車の支持物であるタワーと基礎の構

造設計を行 う必要があり,そ の際に使用される各種荷

重は建築基準法 のに基づき算出しているケースが多い .

ただし,建築基準法にある風・地震荷重の評価式は建

築物または煙突等の工作物を対象に設定されたもので

あり,ア スペク ト比,構造減衰,振動モー ド等の構造

特性は風力発電設備 と大きく異なる.

以上のことを踏まえ,本論文では,風力発電設備支

持物の構造設計に必要な各種荷重の考え方を紹介 し,

風力発電設備の構造特性を考慮した各種荷重の算定式

を提案すると共に,数値解析によりその妥当性を検証

する。

2.風力発電設備支持物に作用する各種荷重

風力発電設備支持物の構造設計を行 う際には,風力

発電設備 (風車本体およびその支持物)に作用する固

定荷重,積載荷重,風荷重および地震荷重を組み合わ

せ して,そ の結果として各部材に生じる応力または変
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位が許容値を超えないことを確かめる必要がある.

国際規格 IEC61400-19に よ り風車の終局強度

(Ultimate strength)を 照査する際には,①発電時,②

発電および故障発生,③始動,④正常停止,⑤緊急停

止,⑥待機中 (静止とアイ ドリング),⑦待機中および

故障条件),③運送,組立,保守および修理中の風荷重

の評価が対象となり,風荷重以外の荷重については必

要に応じて考慮することとなっている.一方,風力発

電設備支持物の構造設計を行う際には建築基準法に従

い,暴風時の風荷重のみならず,地震時の荷重も評価

する必要がある。

本指針ではわが国の自然条件および風車の動的特性

を考慮し,風力発電設備支持物構造設計を行う際に考

慮すべく荷重ケースおよびその組み合わせを提案し,

建築基準法とIEC規格と合わせて表 1と 表2に示した.

ここで, Gは固定荷重, Pは積載荷重, ″ は暴風時

の風荷重,κ は地震荷重,Rは発電時の風荷重を表す .

また DLC(Design Load Case)6.1及 び 6。2は暴風時

の荷重ケースを表 し,電源あり0な しに対応 している。

本指針では暴風時の風荷重について IEC61400¨ 1と

表 1 本指針で評価する荷重ケース

荷重ケース 本指金十 建築基準法 IEC規格

暴風時 暴風時
DLC 6.1

DLC 6.2
９

″ 地震時 地震時 地震時

表 2 荷重の組み合わせ

荷重ケース 本指金十 建築基準法

θ打写 ″
′

θ+P+|「

θチ′九【≠′ θチPチκ
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¬様に二つの荷重ケースを想定した。まず 50年再現

≡間の設計風速に対 して,暴風時に停電によリヨー制

ダが不可能な場合またはヨーが動いてしまう場合を想

Iし ,最 も風荷重が大きくなるヨー角に対 して風荷重

を算定する.ピ ッチ制御の風車に関しては最も風荷重
_・ ,大 きいヨー角はフェザーリング状態で横風を受ける

尋合であり,ま たス トール制御の風車に関しては最も

二荷重の大きくなるヨー角は風車ロータが風向きに正

寸する場合となる。この場合の安全係数は 1。 0と した。

一方,暴風時にヨー制御を行 う場合には,表 3に示さ

れる条件を満たす必要がある.暴風時にヨー制御を行

う場合の風荷重の算定に関す る基本的な考え方は

IEC61400‐ 1と 同様であり,安全係数も 1.35と した。

*:SmartYaw及 びダウンウィン ドタイプの風車はこ

の限りではない .

地震荷重に関しては風荷重と同様に 50年再現期間

の最大加速度を採用 し,安全係数を 1。0と した。風車

発電時に地震が発生する確率が高いことから,地震時

の荷重には風車発電時の風荷重の年平均値を考慮する

こととした.ま た地震時の最大荷重は,地震力の方向

と風荷重の方向と一致する時に発生することから,地
震時の荷重は地震荷重に風車発電時の風荷重の年平均

値を加算 して求めることとした。

3.暴風時の風荷重の評価

暴風時の風荷重の算定は,設計風速の設定,風車と

支持物の各部分の空気力係数の評価,風車全体の動的

効果を考慮 した最大荷重の予測等のプロセスを経て実

施される。以下,各項目の検討結果について報告する。

3.1 設計風速の評価

風力発電設備支持物の構造設計を行 う際には建設地

点における設計風速をまず決める必、要がある。平坦な

地形上 (粗度区分 Ⅱ,高 さ 10m)における 10分間平

均風速の 50年再現期待値は建築基準法より図 1に示

すように基準風速 として規定 されている.基準風速の

値は 30m/s～ 46m/sの 間にあ り,具体的な値は市町村

別に定められている .

46nぼs

44田ばs
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図 2 複雑地形上の風速の割増係数の解析例 め

図 2には数値解析 ダにより複雑地形上の風速の割増

係数を求めた一例を示す。このケースでは 20mの 高さ

では風速の割増係数が 1.4を 上回る大幅な増速がみら

れ,70mの高さでも風速の割増係数が 1.2を超えてい

る。風圧力は風速の 2乗に比例することから,風速の

割増係数を正確に評価することは風力発電設備の耐風
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図 1 基準風速分布→

建設地フ点の地形が平坦な場合には,設計風速は基準

風速をベースに地表面粗度,ハブ高さを考慮 して評価

することができるが,一方,建設地点の地形が急峻な

場合には設計風速を解析的に求めることが困難である。

建築基準法には 「局地的な地形や地物の影響により平

均風速が割 り増 しされるおそれのある場合においては,

その影響を考慮 しなければならない」と記されている

が,具体的な評価方法が示されていない。本指針では

地形や地表面粗度変化による平均風速の割増係数亀v

を用いて山岳地帯における設計風速を評価することと

した。

遭
〕銀
』
埠
響
機
銀
輸
等
選
驚

表 3 暴風時にヨー制御を行 う時の付加条件

項 目 条件

風向・風速

計

暴風時に正常に動作し,かつ設計風速に対 し

て十分な耐力を有すること。

ヨ ー 駆 動

装置

暴風時に正常に動作 し,かつ設計風速に対 し

て十分な強度と容量を有すること。

バ ッ ク ア

ップ電源

暴風時に正常に動作 し,かつ十分な制御容量

と持続時間を有すること。 (*)
制 御 ロ ジ

ツク

暴風時の制御 ロジックは風荷重の算定時に

想定 したヨーの状態に移行すること。
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安全性を考える上で極めて重要である.風車は風況の

よい地点に建設され,台風時には周辺地域よりも強い

風が吹くことが多い.風車を建設する際に設置地点で

の設計風速の評価が誤ると,台風時に大きな被害を受

ける可能性があり,注意を有する.

3.2 風荷重の評価

風力発電設備支持物に作用する風荷重を正確に評価

するために,建設地点の風の特性,風力発電設備全体

の動的特性,風車の制御方式を考慮する必要がある.

現状では風力発電設備支持物に作用する風荷重の評

価に幾つかの問題がある.まず風車の耐風設計に採用

されている国際規準
2),3)は 欧州のような乱れの小さい

平坦地形に合わせて作られてお り,乱れの大きい山岳

地帯に適用できない問題がある.ま た風力発電設備支

持物の耐風設計に採用されている建築基準法は,構造

物の振動効果,規模効果,乱れの大きさを考慮 してガ

ス ト影響係数を評価 しているものの,評価式を作成す

る際に対象とした建築物のアスペク ト比 (1～4)や構

造減衰 (2%)は風力発電設備のアスペク ト比 (10～ 20)

や構造減衰 (0.5%～ 0。 8%)と 大きく異なる問題がある。

更に風力発電設備支持物に作用する風荷重を評価する

際にはブレー ド,ナセル及びタワーの風力係数が必要

であるが,タ ワーを除き,ブ レー ドとナセルの風力係

数の入手が困難であるという問題がある.

本指針では,ブ レー ドは実風車に採用 されている

種々の空気カデータをもとに,標準的なブレー ドモデ

ルの風力係数を定めると共に,ナセルは矩形及び卵形

のモデル形状を設定し,風洞実験により風力係数や風

圧係数を規定した6).ま た風荷重の評価については ,

乱れの大きい山岳地帯にも適用できるピークファクタ

ーの評価式を導出し,風車の固有振動数と構造減衰を

考慮 した風荷重の算定式を提案 した.更に本指針で示

されている評価式を多質点風応答解析プログラム つよ

り検証 した,以下,本指針で採用した風荷重評価式の

考え方及びその算定結果について紹介する。

風による風車支持物の振動にはブレー ドとナセルの

重量を考慮 した風車タワモデルーの 1次振動が卓越す

る.そ こで,風車タワーの1次振動モー ドと構造減衰

を考慮 し,風車タワーに作用する水平風荷重の評価式

をスペク トルモーダル法により導出した。各ヨー角度

における風方向と風直角方向の最大風荷重は,平均風

荷重にガス ト影響係数を乗 じて求め,風荷重の組合せ

により最大風荷重を求めた.ま たガス ト影響係数は ,

風車の規模 と振動特性の他, ピークファクターに及ぼ

す変動風荷重の非線形成分の影響も考慮した。本指針

では,風車の支持物に作用する最大風荷重は等価静的

法により次式から求める.

均 =γD× σD             (1)
ここで, コ場 は平均風荷重, の はガス ト影響係数で

ある.図 3に は本指針で提案 した評価式により400kW

のス トール制御風車を対象に求めた粗度区分 I～Ⅳに

おける風荷重と風応答解析プログラムつから得 られた

風荷重との比較を示すeこ の図から,建設地点での設

計風速が同じであつても,乱れが大きい程,風荷重が

大きいことが分かる。また正規確率過程を仮定した従

来の評価式により求めた風荷重は過小に評価され,非

正規確率過程を仮定した本提案式の値は風応答解析の

結果に近い.特に乱れの大きいⅣにおいて風荷重の予

測誤差は従来の評価式の1/3程度までに低減 した。

16104
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図3 タワーの転倒モーメン トの乱れによる変化釣

本指針では,設計者に使いやすい形でガス ト影響係

数の簡便式 0も提案 した。建築基準法を模 して,ガス

ト影響係数の簡便式を作成 し,ス トール制御及びピッ

チ制御風車を対象にガス ト影響係数を求め,粗度区分

毎におけるガス ト影響係数の簡便式を表 4に示 した。

表中のα=(ξ -0・ 5)/3は構造減衰ξ(%)の関数である。図

4に は簡便式により求めたガス ト影響係数 と提案 した

評価式によるガス ト影響係数 との比較結果を示す。ま

た比較のために建築基準法によるガス ト影響係数も併

記 した。建築基準法によるガス ト影響係数は風車の規

模が小さい時に過小に評価するが,風車の規模が大き

くなると,本指針の値 とほぼ一致することが分かる。
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図 4ガス ト影響係数のハブ高さによる変化 (ピ ッチ制

御風車,粗度区分 IV)詢
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表 4粗度区分及びハブ高さに対応するガス ト影響係数

ハブ高さ島

地表面粗度区分

(2)

20m以下の場合 20mを超え80m未満の場合 80m以上の場合

2.5-α
(2。6-α ) (1)と (3)と に掲げる数値を直線

的に補間した数値

1.8 o.0)

Ⅱ 2.8-α
(2。9-α ) 2.0 2.1)

Ⅲ 3.2-α (3.4-α ) 2.1(2.2)

Ⅳ 3.8… α (4。0-α ) 2.3(2.5)

o内の数値はピッチ制御風車のガス ト影響係数

4,地震時の荷重の評価

地震時の荷重の算定は,設計地震動の設定,支持物
二作用する地震荷重の算定,地震時に考慮すべく風車
~発

電による風荷重の予測などのプロセスを経て実施

≦れる。以下,各項 目の検討結果について報告する。

設計地震度は,水平地震度の標準値に地震地域係数

を乗じて求める.水平地震度の標準値は 50年再現期

面の最大加速度に相当し,建築基準法では煙突などの

工作物における水平地震度の標準値 %を 0.3と して

いる。また地震度の地域による変化は地域係数の で表

ン,都道府県別に定めている。

地震時に風車に作用するせん断力と曲げモーメン ト

ま次式により求めることができる.

Q′ =%の Ct′″

4J=%の C礼′%g

図 5 せん断力の鉛直方向分布係数

5,おわ りに

本論文では,風力発電設備支持物に作用する各種荷

重の算定方法を紹介 し,数値解析によりその妥当性を検

証した。本指針では,風車およびその支持物を一つのシ

ステムとして捉え,風力発電設備の構造特性を考慮し

た風荷重 0地震荷重の算定方法を示 した.本指針の活

用により,風力発電設備の構造安全性 と信頼性がより

向上することを願 うものである.
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二こで, Cはベースシーア係数, 4′ はせん断力鉛直

方向分布係数, /所 は曲げモーメン ト鉛直方向分布係

数, %は重心高さ, ″ は風車全体の重量を表す.せ
ん断力の鉛直方向分布係数は,タ ワーの高さ方向にお

ける最大断面せん断力の平均値をタワー基部に作用す

るせん断力最大断面せん断力の平均値で無次元化 し求

めたものである。本指針では,ベースシーア係数およ

び地震荷重の鉛直方向分布係数は 8基の風車モデルを

対象に過去に記録された代表的な 6つの地震波を用い

て時刻歴応答解析により定めた .

図 5には本指針により定めた鉛直方向分布係数 と時

刻歴応答解析結果との比較を示す.こ の図から,せん

断力の鉛直方向分布係数はタワー頂部に向かつて減少

するが,風車が トップベビーであることを反映し,煙
突に比べその減少が緩やかであり,ま た風車の固有周

期が短いほど,そ の減少が緩やかであることが分かる。

最終的に地震時の荷重は,風車静止時に受ける地震

荷重に風車発電時の年平均風荷重を加算 して求める。

この荷重の組み合わせはTurkustra経 験則に対応する

ものであり,IEC61400=1の考え方とも一致している。
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